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貨物列車走行の安全性向上に関する 

意見に基づき講じた施策について 

 

 

 

運輸安全委員会は、標記について平成 27 年 12 月 17 日付けで国土交通大臣に対

して意見を述べたところですが、今般、意見に基づき講じた施策について通知があ

りましたのでお知らせします。（別添） 

なお、この通知については、意見の内容を反映したものとなっています。 
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列車脱線事故にかかる再発防止対策の処置について 

 

 

日本貨物鉄道株式会社から北海道運輸局長に対し、下記の１．から３．までの列車脱線

事故について、鉄道事故等報告規則第５条に基づく鉄道運転事故等報告書（以下、「報告書」

という。）の提出があり、これにより再発防止対策の処置が完了したことを確認した。 

 

記 

 

１．江差線 列車脱線事故 平成 24 年 4 月 26 日発生 

平成 27 年 12 月 22 日、報告書を受理 

 

２．江差線 列車脱線事故 平成 24 年 9 月 11 日発生 

平成 28 年 7 月 19 日、報告書を受理 

 

３．江差線 列車脱線事故 平成 26 年 6 月 22 日発生 

平成 28 年 7 月 19 日、報告書を受理 

 

以上 
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国 鉄 技 第 ６６号 

国鉄施第１４１号 

令和２年９月３０日 

 

各地方運輸局鉄道部長 殿 

 

                             鉄道局  技術企画課長 

施 設 課 長             

（公 印 省 略） 

 

貨物列車走行の安全性向上について 

 

貨物列車走行の安全性向上については、平成２７年１２月１７日に運輸安全委員

会から、国土交通大臣に対し意見が提出されたところであり、その意見を踏まえ、鉄

道局では「貨物列車走行の安全性向上に関する検討会」（以下、「検討会」という。）を

設置し、対策の検討を行ってきたところである。 

 この度、検討会において、車両、軌道、積荷に対する対策が、別添のとおりとりまと

められたところであり、コンテナを積載した貨物列車が走行する管内の鉄道事業者に

対して、下記の事項についてとりまとめ内容を踏まえた対応をとるよう指導されたい。 

 

記 

 

１．車両の対策（コキ 106 形式及びコキ 107 形式（以下、「コキ 106 形式等」とい

う。）の改造） 

日本貨物鉄道株式会社においては、コキ 106形式等について、令和 4年度末

までにコキ 104 形式と同程度の走行安全性を確保できる減衰特性を有するダ

ンパに交換すること。 

 

２．軌道の対策（急曲線部での走行安全対策） 

    コキ 106形式等が走行する半径 400m未満かつカント 80mm以上の急曲線につ

いては、「１．」の対策が完了するまでの間、コキ 106形式等の輪重減少率が 70％

相当となる管理値を用いた周期的な水準変位の和の管理、もしくはロングレール

化、ガードレールの設置又はカントの低下による軌道構造の変更を実施するこ

と。 

 

３．積荷の対策（偏積及び重心高さ対策） 

     日本貨物鉄道株式会社においては、積付け方法の周知等、別添のとおりとりまと

められた偏積及び重心高さ対策を実施すること。 
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